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研究開発・イノベーション小委員会事務局

Society 5.0時代のイノベーションと研究開発の方向性
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何が起きているのか？
1. イノベーションによる構造転換

イノベーションの類型、イノベーションの担い手の変化

2. 技術進歩の加速

どう対応するのか？
3. 各国の政策
4. 日本のR&D政策

ある分野の専門家やある事業で成功した人は、その分野や事業を存続・発展させたという使命感から、ついつい保
守的になってしまいがち。時代や環境の変化に敏感であることは難しい。
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イノベーションの新たな類型

1. ビジネスイノベーション or テクノロジーによるイノベーション

2. 連続的イノベーション or 非連続的イノベーション

3. 単一組織によるイノベーション or オープンイノベーション

4. 非プラットフォーム型 or プラットフォーム型
（類型1 or 類型2, 3）
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イノベーションの新たな類型（非プラットフォーム型、プラットフォーム型）
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イノベーションの担い手の変化

1. 資本集約型 ＋ 知識集約型
ものづくり ＋ IT・サービス

2. 既存企業 ＋ スタートアップ
＋ 大学
＋ 国研

3. 先進国中心 ＋ Global & Regional
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何が起きているのか？
1. イノベーションによる構造転換

イノベーションの類型、イノベーションの担い手の変化

2. 技術進歩の加速

どう対応するのか？
3. 各国の政策
4. 日本のR&D政策

とある国の人。「ルールがないならやらない」、「国がルールを作るのを待とう」。
某国の人。「ルールがないならやってよい」、「ルールが必要なら、自分達で作ろう」。







14

新技術の実用化スピードの加速
 技術が実用化され、製品やサービスとして社会に普及するスピードは加速の一途。
 こうした変化に対し、企業等における研究開発、M&A、知財マネジメント、産学連携、国研の活

動、国の研究開発支援等、あらゆる面で見直し・対応が求められる。

技術の実用化スピードの加速化

• 新技術が社会に普及する期間は大幅に短縮

Source: “Interpreting Innovation”, Black Rock (2008)

企業における研究開発現場の声

Source: 経済産業省によるヒアリング

 商品化に結びつけるまでのサイクルが短くなってきている。
そのため、中長期の研究開発をしている人が、現場で
何が起こっているのかを把握できるようにしている。

 市場の変化が加速する中で、R&Dもとにかくスピードが
命になり、デジタルイノベーションのリスクを考えると自前
だけで（研究開発を）進めるのは不可能であると判
断するに至った。

 素材系の研究開発については、情報の流通スピードが
速くなっていることで、同業他社も同じような研究をや
ろうとしており、テーマ設定が昔に比べて難しくなってき
ている。

 これまでは、完成した技術を守るため特許を取得して
いたが、自動運転の分野が活性化してきたことで、ス
ピードが非常に早くなっている。現在は、アイディア段
階で申請しないと間に合わない。
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何が起きているのか？
1. イノベーションによる構造転換

イノベーションの類型、イノベーションの担い手の変化

2. 技術進歩の加速

どう対応するのか？
3. 各国の政策
4. 日本のR&D政策

「井の中の蛙大海を知らず」には続きがある。「井の中の蛙大海を知らず、されど空の深さ（青さ）を知る」。我々は
世界を知らなかったかもしれない。しかし、高い理想、向上心を持っている。
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米中欧の政策動向
 米国の量子国家戦略は、 基礎研究の支援を強調する「サイエンス・ファースト」のアプ

ローチを標榜。
 2018年9月には量子情報科学に関する米国の国家戦略の概要を発表し、12月には国
家量子イニシアチブ法が成立し、今後５年間で13億ドルを投じる基本計画が策定され
る予定。

 他方、2018年８月には「外国投資リスク審査近代化法」が成立。本格施行に先がけ、
機微技術を保有し、航空や通信、半導体など指定27産業に関わる企業の外国投資に
対する審査を強化する暫定規則が11月に発効。

 中国では、企業主体のイノベーション、コア技術の獲得等が課題。2025年を見据えた中
国における製造業の発展戦略として、10大重点分野等を選出した「中国製造2025」
を策定。

 2049年（中国建国100周年）までに製造業大国としての地位確立を目指す。当該
戦略に基づくモデルパークを通じてドイツなど諸外国との連携も進む。

 欧州では、グローバルな研究リソース（技術、人材）を積極的に活用するグローバルな
オープンイノベーションを政府が先頭に立ち展開。

 2018年6月、次期枠組み計画案として『Horizon Europe（2021-2027、総額
約1,000億ユーロ）』を公表。

Source: 「White House Outlines FY 2020 R&D Budget Priorities」「中国国務院 中国製造2025（2015）」「NEDO/TSC資料」等から経済産業省作成
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＜参考＞研究開発に係る関連データ

（出典）科学技術のベンチマーキング 2017（NISTEP)

• 研究開発関連指標の国際比較
順位 対GDP比率（%） 総額（億ドル） 研究者数（万人） 研究費／研究者（ドル）
１ 韓国 4.23 米国 5,111 中国 169.2 米国 359,850
２ 日本 3.28 中国 4,512 米国 138.0 ドイツ 294,791
３ ドイツ 2.93 日本 1,913 日本 67.6 日本 282,837
４ 米国 2.74 ドイツ 1,182 ドイツ 40.1 中国 266,640
５ フランス 2.25 韓国 794 韓国 36.1 イタリア 236,165

• 分野別Top1%論文（2013‐2015平均）
順位 全分野（8分野） 化学 材料科学 物理学 基礎生命科学

１ 米国 中国 中国 米国 米国
２ 中国 米国 米国 ドイツ 英国
３ 英国 ドイツ 韓国 中国 ドイツ

日本 12位 5位 7位 9位 12位
韓国 14位 6位 3位 13位 19位

（出典）平成30年科学技術基本調査
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何が起きているのか？
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4. 日本のR&D政策

90歳を超えてもなお元気な中小企業の会長にインタビューした。－健康の秘訣は何ですか？
「一つは、何歳になっても好奇心を持つこと。もう一つは、あなたのような若者との出会い」 －いつまでもお元気で。
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社会課題オリエンテッドのR&Dプロジェクト
 中長期的な社会課題からバックキャストし、その解決に必要な研究開発領域、技術シーズを見定め、

重点的な投資を行うべきではないか。

社会課題オリエンテッド
（将来あるべきビジョンがベース）

脱炭素社会の実現移動の自由の確保

CASE、MaaS

人手不足解消・生産性向上・インフラ維持 健康長寿社会の実現

ヘルスケアデータ活用、
医療機器、再生医療

• 移動困難者の増大
• 安全な移動の確保

（事故死亡者：国内約4千人、世界約125万人）
• 物流従事者の不足

• 全産業的な人手不足（2050年に生産年齢人口
半減）と生産性向上

• 重要インフラ・老朽化インフラの点検
• 災害対応

• 世界最先端の人口減少／少子高齢化
• 要介護者増大、社会保障の持続可能性
• 平均寿命と健康寿命の差（10歳）

• 2050年までにGHG排出80%削減
• エネルギーシステムの統合・再編

主なR＆D領域

水素、CCUS

ロボット、ドローン主なR＆D領域

主なR＆D領域

主なR＆D領域

Source: 経済産業省「新・産業構造ビジョン」等より作成
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【参考】米国、欧州におけるムーンショット的研究例

Source:内閣府作成資料
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【参考】 NEDO/TSC
 NEDO技術戦略研究センター（TSC：Technology Strategy Center）は、内外の技術情

報等の動向調査・分析を通じ、分野ごとの技術戦略の策定、プロジェクトの企画に取り組む研究
機関。

TSCのアプローチと技術分野

Source: NEDO
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御議論いただきたい論点
テーマ：イノベーションを巡る世界の動向を踏まえ、R&D政策・体制をどのように変えていくべきか。

• パラダイムシフト、未来の産業等を見据えたR&D政策の３つの方向性（①社会課題の解決に向
けたビジョンオリエンテッドな取組み（R&D政策を含む）、②ゲームチェンジをもたらす革新的な技
術シーズの各省連携による発掘・育成・実用化、③スタートアップ・大学等のイノベーションの担い
手の育成・エコシステム形成）について。

①R&D政策の方向性

②技術インテリジェンス（情報収集・分析）機能の強化
• 社会課題の解決に向けた道筋を描く上でも、非連続なイノベーションシーズを見極める上でも、技
術インテリジェンス機能は適切な戦略策定・投資判断のための基礎体力。産学官における技術
インテリジェンス機能の構築・強化に向けた方策ついて。

③プロジェクトマネジメント強化（プロジェクトマネージャーの育成）
• 官民双方でプロジェクトマネージャーの重要性は増大し、求められる役割も拡大。R&Dにおけるプロ

ジェクトマネジメントの強化に向けた方策について（例：人材育成と資質の客観化、キャリアパスの
明確化、外部人材の活用等）。

④技術の普及拡大に向けて
• 技術開発の初期段階から、普及拡大に向けて、標準を含むルール作りの検討を進めることが重要。

企業や国研、大学における、より深い議論を促すための政策・対応について。


